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―問題の所在―
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Ⅰ．意見表明表現に対する免責法理の確立に至るまで
―学説と下級審裁判例の蓄積――
1 ．名誉毀損と意見表明表現
―意見表明表現に対する免責法理の必要性―
2 ．「フェア・コメントの法理」の参照
―学説の萌芽と展開―
ⅰ．第二次世界大戦終結前の学説
ⅱ．第二次世界大戦終結後の学説
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ⅱ．東京地裁昭和47年 7 月12日判決（以上本誌10巻 2 号）
Ⅱ．最高裁における意見表明表現の免責法理の確立と展開
―「公正な論評法理」の確立，そしてその評価――
1 ．89年最判前の最高裁判決
ｉ．「北方ジャーナル」事件最高裁判決
ⅱ．「サンケイ新聞」事件最高裁判決
2 ．89年最判
3 ．97年最判
ｉ．事案の概要と第一審判決
ⅱ．控訴審判決
ⅲ．最高裁判決（以上本号）
4 ．平成 9 年最判後の展開
5 ．最高裁による「意見表明による名誉毀損の免責法理」
―小括―
Ⅲ．若干の分析
―問題点の分析と検討―
結びに代えて
Ⅱ．最高裁における意見表明表現の免責法理の確立と展開
―「公正な論評法理」の確立，そしてその評価―
前章では，日本における意見表明表現による名誉毀損の免責法理を巡る
学説と下級審裁判例の議論の展開を概観し，整理してきた。
本章では，意見表明表現による名誉毀損の免責法理の在り方について，
最高裁がどのような態度を示してきたのかについて確認する。
すでに言及しているように，事実摘示による名誉毀損については，1966
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年に最高裁が，いわゆる「相当性理論」を採用することを宣明している。
すなわち，「民事上の不法行為たる名誉棄損については，その行為が公共
の利害に関する事実に係りもつぱら公益を図る目的に出た場合には，摘示
0 0
された事実
0 0 0 0 0
が真実であることが証明されたときは，右行為には違法性が
な」いものとし，「もし右事実
0 0
が真実であることが証明されなくても，そ
の行為者においてその事実
0 0
を真実と信ずるについて相当の理由があると
きには，右行為には故意若しくは過失がな」い（傍点引用者）ものとして，
不法行為の成立を否定する，という考え方が採用されていた127）。
これに対して意見表明による名誉毀損の免責法理は，先に見てきた下級
審裁判例の展開にも関わらず，事実摘示による名誉毀損に遅れること20年
余りを経過した，1989年にようやく一つの定式化を見ることとなった。す
なわち，89年最判，そして97年最判において，多くの学説が「公正な論評
法理」と呼ぶ，意見表明表現による名誉毀損の免責法理が確立されたと考
えられる。
しかしこの免責法理については，89年最判そして97年最判における定式
化以前に，その萌芽ともいうべき考え方が，最高裁判決の中に見られたこ
とに注意する必要がある。また，それまでの日本の学説や下級審裁判例に
おいて蓄積されてきた免責法理とは異なる形，より具体的には，97年最判
において事実摘示による名誉毀損の免責法理たる「相当性理論」と対比的
に示されていることによって推察されるように，「相当性理論」といわば
「接続」を図るような形の免責法理として確立されたのであった128）。
127）最一小判昭和41年 6 月23日民集20巻 5 号1118頁。
128）本稿筆者は以前，最高裁における意見表明による名誉毀損の免責法理が，「半ば相
当性理論から枝分かれするよう」に形成されたものと評したことがある。前田聡「名
誉毀損における『相当性理論』の憲法的考察⑴」筑波法政38号（2005年）363頁注⒄。
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以下，最高裁における意見表明表現による名誉毀損の免責法理の展開に
ついて見ていくことにしよう。
1 ．89年最判前の最高裁判決
ｉ．「北方ジャーナル」事件最高裁判決
⑴　法廷意見
まず確認したいのは，いわゆる「北方ジャーナル」事件最高裁大法廷判
決129）である。この判決は周知の通り，公職選挙（北海道知事選挙）の立
候補予定者についての雑誌記事につき，名誉毀損を理由とする雑誌記事の
公表差止の合憲性が争われた，極めて重要な判決であり，調査官解説や多
くの評釈もこの点を中心に検討を加えている。また，本判決では，当該雑
誌記事がことさらに意見表明表現であるかどうかについての判断や，ある
いは意見表明表現であることを前提としたような判断が展開されたわけで
はない。その意味で，本来本稿が検討すべき先例としての意義を持たない
とも思われる。
129）最大判昭和61年 6 月11日民集40巻 4 号872頁。本判決の解説・評釈類として，加藤
和夫『最高裁判所判例解説民事篇昭和61年度』（法曹会，1989年）19事件278頁，奥平
康弘・法学セミナー380号（1986年）12頁，「特集・北方ジャーナル事件大法廷判決」
ジュリスト867号（1986年）12頁以下（阪本昌成〔12頁〕，竹田稔〔25頁〕，五十嵐清
〔32頁〕，谷口安平〔38頁〕，香川達夫〔44頁〕），はやししうぞう・時の法令1290号86
頁，1291号86頁，1293号（以上1986年）87頁，横田耕一・判例評論338号（1987年）
34頁（判例時報1221号180頁），小林秀之・法学セミナー388号（1987年）94頁，斉
藤博・民法判例百選Ｉ（第 3 版）（1989年）14頁，高橋和之『憲法の基本判例』（有
斐閣，第 2 版，1996年）103頁，奥平康弘・憲法判例百選Ｉ（第 3 版）（1996年）138
頁，宍戸常寿・メディア判例百選（2005年）148頁，笠井正俊・民事執行・保全判例
百選（2005年）150頁，良永和隆・民事研修586号（2006年）737頁，池端忠司・憲法
判例百選Ⅰ（第 5 版）（2007年）150頁，野坂泰司『憲法基本判例を読み直す』（有斐閣，
2011年）167頁がある。
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しかし本判決は，「公務員又は公職選挙の候補者に対する評価
0 0
，批判
0 0
等
の表現行為」（傍点引用者）といった一節に見られるように，問題となっ
た雑誌記事が純然たる事実摘示表現であるとは捉えていなかったように見
ることができる。
また，後に本稿において検討を加える，意見表明による名誉毀損が問題
となった最高裁平成元年12月21日第一小法廷判決130）においては，本判決
が先例として引用されており，この点で注意を要する。さらに，本判決に
付された補足意見が，真正面から「公正な論評」に言及し，検討を加えて
いるのである。
以上の点から，「北方ジャーナル」事件最高裁判決を検討することを通
じて，最高裁が意見表明表現による名誉毀損について，どのように考えて
いたのかを推察しうるといえる131）。以下本判決を検討する。
同判決の法廷意見は，問題となった仮処分手続による出版物の公表差止
が，憲法21条 2 項が禁止する「検閲」に該当しない旨を判示した後，「人
格権としての名誉権」に基づく出版物の事前差止について次のように述べ
る。すなわち，「公務員又は公職選挙の候補者に対する評価，批判等の表
現行為に関するものである場合には，そのこと自体から，一般にそれが公
共の利害に関する事項であるということができ」，当該表現が私人の名誉
権に優先する社会的価値を含み憲法上特に保護されるべきものであること
から，事前差止は原則として許されない。もっともこのような場合であっ
ても，「表現内容が真実でなく，又はそれが専ら公益を図る目的のもので
はないことが明白であつて，かつ，被害者が重大にして著しく回復困難な
130）民集43巻12号2252頁。
131）以下における本稿の分析にあたっては，同判決を「論評（ないし意見表明）によ
る名誉毀損に関わる最高裁判決」と位置づけて考察する，神田孝夫「論評ないし意見
表明による名誉毀損と免責事由⑴」札幌法学14巻 2 号（2003年）22～23頁を参照。
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損害を被る虞があるとき」には，例外的に事前差止が許される，とした。
そのうえで，本件について次のように判断する。すなわち問題の記事は論
評対象たる政治家について述べるにあたり，当該政治家が「嘘と，ハツタ
リと，カンニングの巧みな」少年であったとか，「〔当該政治家〕のような
ゴキブリ共」，「言葉の魔術者であり，インチキ製品を叩き売っている（政
治的な）大道ヤシ」「天性の嘘つき」「美しい仮面にひそむ，醜悪な性格」
「己れの利益，己れの出世のためなら，手段を選ばないオポチユニスト」
「メス犬の尻のような市長」などといった表現を用いているが，こうした
「記事内容・記述方法に照らし，それが同被上告人に対することさらに下
品で侮辱的な言辞による人身攻撃等を多分に含むものであつて，到底それ
らが専ら公益を図る目的のために作成されたものということはできず，か
つ，真実性に欠けるものであることが本件記事の表現内容及び疎明資料に
徴し」明らかである，とした。
本判決は，従来の事実摘示による名誉毀損の免責法理たる相当性理論と
は異なる免責法理について言及したわけではなく，むしろ相当性理論の枠
内の中で処理をしようとしたと評価するのが適切であるといえる132）。
それにもかかわらず，既に指摘したとおり，そもそも本判決は，公務員
等「に対する評価
0 0
，批判
0 0
等の表現行為」（傍点引用者）の事前差止は原則
として許されない，との文言に見られるように，本件雑誌記事を純然たる
事実摘示行為であるとは受け止めなかった可能性がある133）。
そしてそのこととの関係で注目されるのが，「公益を図る目的」の存否
132）なお，この点については，神田・前掲注 （131）「⑴」22頁を参照。
133）神田・前掲注（131）「⑴」23頁は，本判決が「事実摘示による名誉毀損を問題とした
事例」のようであるが，しかし本判決の文言から「実質的には論評（ないし意見表
明）による名誉毀損の場合をも含む趣旨と解すべき」と指摘する。
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の判断，さらには真実性の有無の判断において，表現方法についての判断
が加えられている，という点である。つまり先にあげたような各種の表現
が，「ことさらに下品で侮辱的な言辞による人身攻撃等を多分に含む」も
のであることから，「公益を図る目的のために作成されたものということ
はでき」ないとしたうえで，さらには「本件記事の表現内容」に徴すれば
記事内容が「真実性に欠ける」ことは「明らか」であるとしているのである。
後年，最高裁が採用する意見表明による名誉毀損の免責法理では，表現方
法の適切性については，「公益を図る目的」とは別の要件として，すなわ
ち「人身攻撃に及ぶなど論評としての域を逸脱したものでない」こと，と
いう要件の枠内で考慮されることになっている。しかし，本判決では，後
年に示された免責法理では別個独立の検討対象となりうる点について，既
存の「相当性理論」の枠内で考慮し，判断を行っていたと評しうる。
だがその一方で，本判決では別途留意を要する点がある。
それは，本件における問題の表現が「真実性に欠けるものであることが
本件記事の表現内容及び疎明資料に徴し」明らかである，とされている点
である。問題とされた表現は，先にも挙げたように，「嘘と，ハツタリと，
カンニングの巧みな」少年であるとか，「ゴキブリ共」「メス犬の尻のよ
うな市長」といったものが含まれていた。このうち，確かに，「嘘と，ハ
ツタリと，カンニングの巧み」さについては，真実性の有無の証明になじ
む問題であると言うことができるかもしれない。しかし，批判対象たる人
間が「ゴキブリ」でないこと，「メス犬の尻」のような人間でないことは，
あまりにも自明のことといえるだろう。
おそらくここに含まれているのは，こうしたいわば揶揄的表現が「事実
摘示」表現に対する免責法理の枠内で処理されていることによる問題であ
ると考えられる。すなわち，本来的にはおそらく表現内容の真偽の証明に
なじまないであろう揶揄的な表現までもが，表現内容の真偽を問題とする
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相当性理論によって取り扱われることによって，適切ではない解決を導き
出してしまう可能性がある，という点である。この点につき，本判決では，
こうした「誇張を差し引いたうえで，どの点が虚偽の事実に当たるとした
のかを摘示する必要があったが，判示のどこにもその摘示はない」134）。だ
が，摘示した事実の真偽如何の問題と，それを評価する表現，あるいは形
容ないし批評する表現の適切性如何の問題は別個のもののはずである135）。
⑵　長島敦裁判官の補足意見
「北方ジャーナル」事件最高裁判決でもう 1 つ注目すべきなのは，長島
敦裁判官による補足意見である。長島裁判官の補足意見は，より直接的に
「公正な論評」について言及するものであり136），また最高裁における意見
表明による名誉毀損の免責法理についての今後の展開を考える上で重要な
示唆が含まれていると評価しうる。以下この補足意見について検討する。
長島裁判官は，「事実証明に関する刑法230条ノ 2 の規定が，民法上の名
誉毀損の成否，ひいては名誉権の侵害に対する事前差止めの許否とどの
ようにかかわるか」について論ずるに際し，まず判例法理たる相当性理
論（長島裁判官は「相当性の理論」と呼ぶ）を確認した後，「具体的な事
実の摘示をともなわなくても，人の客観的な名誉を損なうことのあるこ
と」を指摘した上で以下のように続ける。「不法行為としての名誉毀損に
あつては，客観的な名誉が違法に侵害されたかどうかが重要であつて，そ
134）高橋・前掲注（129）106頁。なお，野坂・前掲注（129）182頁もまた，本判決が事前差止め
の可否を判断するための実体的要件として掲げる「真実性の欠如の明白性」につき，
本判決が「『本件記事の表現内容及び疎明資料に徴し』明らかという以上のことを示
していない」と指摘する。
135）なお，この点につき，高橋・前掲注（129）106頁を参照。
136）加藤・前掲注（129）295頁，竹田・前掲注（129）28頁を参照。
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の侵害行為たる表現行為が事実の摘示をともなうかどうかは，その成立の
ための要件ではない」。しかしそのことは，「却つて，具体的な事実の摘示
がなくても客観的な名誉を毀損する場合に，やはり，その表現行為が公共
の利害に関しもつぱら公益を図る目的に出た相当な行為と評価できるとき
は，相当性の理論のもとで免責されうることを意味するものと解すること
の妨げとはならない」。そして「角度を変えて論ずれば，政治
0 0
，社会問題
0 0 0 0
等に関する公正な論評
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
（フエア
0 0 0
・コメント
0 0 0 0
）として許容される範囲内にあ
る表現行為は，具体的事実の摘示の有無にかかわらず
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
，その用語や表現が
激越・辛辣，時には揶揄的から侮辱的に近いものにまでわたることがあつ
ても，公共の利害に関し公益目的に出るものとして許容されるのが一般で
ある。この意味での公正な論評は
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
，既に述べてきた相当性の理論という判
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
断基準の中に
0 0 0 0 0 0
，その一つの要素として組み入れることができる
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
と考えられ
る」（傍点引用者）。
つまり，長島裁判官補足意見は，具体的事実の摘示の有無にかかわらず
「公正な論評」の範疇に含まれる表現について，従来の相当性理論の枠組
みの中での免責の可能性を認めているわけである。
では，「公正な論評」は「相当性の理論という判断基準の中に」どのよ
うな形で「一つの要素として組み入れ」られたのであろうか。
その答えは，同じく長島裁判官補足意見中に見出されよう。すなわち，
上に引用した「公正な論評（フエア・コメント）として許容される範囲
内にある表現行為は……，その用語や表現が激越
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
・辛辣
0 0
，時には揶揄的か
0 0 0 0 0 0 0
ら侮辱的に近いものにまでわたることがあつても
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
，公共の利害に関し公益
0 0
目的に出るものとして許容される
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
のが一般である」（傍点引用者）とする，
という一節である。用語・表現方法については，「公益目的」要件という
行為者の主観的態様を問題とする要件の中で考慮する，という形で，「公
正な論評」を「相当性の理論」に「組み入れる」というものであろう。
実際，先に検討したところでも確認したように，本判決では「ことさら
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に下品で侮辱的な言辞による人身攻撃等を多分に含む」ものであることか
ら，「公益を図る目的のために作成されたものということはでき」ないと
して，表現方法の適切性とでもいうべき問題を「公益目的」要件の中で考
慮していた。逆にいえば，表現方法の適切性を「公益目的」要件で考慮で
きると考えることができるからこそ，事実摘示による名誉毀損の免責法理
たる相当性理論とは異なる判断基準を採用しなかったとも見ることが可能
であろう。
以上のような形で純然たる事実摘示と断じるに微妙な判断を要したであ
ろう本件において，なお相当性理論を踏まえた判断が行われた背景とでも
いうべきものを，長島裁判官の補足意見から推測することが可能であるよ
うに思われる。
ⅱ．「サンケイ新聞」事件最高裁判決
次に見ておきたいのが，いわゆる「サンケイ新聞」事件である。言うま
でもなく本件は，いわゆる「反論権」が日本において認められるかどうか
が争われたリーディング・ケースである。そして，自然なこととして，論
者による本件の検討の多くも，「反論権」に焦点が当てられたものとなっ
ている。
しかし本件は，以下に見る通り最高裁における意見表明による名誉毀損
の免責法理の形成を考える上で，重要な意義を有する事案であると評価で
きる137）。以下，やや子細に見ていくことにしたい。
周知の通りこの事件は，新聞社たる被上告人Y（仮処分申請事件被申請
人，被告，被控訴人）が発行する新聞紙面において訴外A政党が広告主と
137）なお，神田・前掲注（131）「⑴」23～25頁を参照。また，駒村圭吾『ジャーナリズム
の法理』（嵯峨野書院，2000年）194頁は，「意見免責の法理」は89年最判における定
式化に先だって，「サンケイ新聞」事件判決において「示唆され」たと指摘する。
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なって出稿した，政党たる上告人X（仮処分申請事件申請人，原告，控訴
人）を批判する内容の意見広告（「本件広告」）に対して，Xが反論文の無
料掲載をYに対して求めたものである。この事件では，まずXが反論文掲
載を求めて仮処分申請を行っている。この仮処分申請が却下138）されたあ
とに，本案訴訟が行われている。
実はこの仮処分の段階から，「公正な論評」を巡る議論が当事者間にお
いて展開されており，そして裁判所もこの点を意識したと見られる判断を
下しているのである。そこで，ここでは本稿の関心に沿って，「公正な論
評」が判決理由において議論された仮処分申請に対する決定と第一審判決，
そして最高裁判決を検討していく139）。
⑴　仮処分決定及び第一審判決
仮処分申請では，Y側が準備書面において，本件広告を掲載したことの
「違法性の判断」は，本件広告が「すなわち政党に対する批判が真実に基
づく公正な批判的意見の陳述であるかどうかにかかっている」と指摘し，
既に本稿にて見てきた，「フェアコメント」の法理についての先行研究を
引いた140）上で，先に見た，東京地裁昭和47年 7 月 2 日判決において示さ
れた 3 つの要件，すなわち⑴論評の前提をなす事実がその主要な部分につ
いて真実であるか，少なくとも，真実であると信ずるにつき相当な理由が
あること，⑵その目的が公的活動とは無関係な単なる人身攻撃にあるので
はなく，それが公益に関係づけられていること，そして⑶論評の対象が公
138）東京地決昭和49年 5 月14日判例時報739号49頁。本決定の解説，評釈類として，三
島宗彦・法律時報46巻 8 号（1974年）103頁，幾代通・判例評論187号（1974年）13頁
（判例時報746号135頁）時の法令872号（1974年）56頁，山川洋一郎・判例タイムズ
311号（1974年）13頁がある。
139）本件の控訴審判決（東京高判昭和55年 9 月30日判例時報981号43頁）は，本稿の検
討課題との関係は強くないと思われるため，検討の対象には含めない。
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共の利害に関するか，または，一般公衆の関心事であること，という 3 つ
の要件を挙げて，それぞれの要件を満たすがゆえに本件広告が「公正な論
評，批判であるから名誉毀損行為とならない」と主張していた。
こうした主張に対して，裁判所は仮処分決定において，本件広告が「名
誉を低下（いわゆるイメージダウン）させるおそれのあるものと認められ
る」とする一方で，政党に対する批判と名誉毀損の問題につき，次のよう
に論じている。
すなわち報道機関の報道は，国民の「知る権利」に奉仕するものである
から，「広く社会の出来事を事実として報道し，公正な論評をし
0 0 0 0 0 0 0
，または
報道機関としての意見を表明することのみならず，他人の各種の意見を広
告として掲載する自由も，憲法21条の精神に照らし，十分尊重されなけれ
ばならない」（傍点引用者）。とくに「公共的使命を持つ報道機関としての
新聞が，政党の政策・活動および政党相互間に交される政策論争・批判を
報道記事・論評・意見広告として掲載する自由も憲法上最大限に保障さ
れ」るべきである。だが，政党間の「政策論争・批判」はその性質上，「不
可避的に辛辣・痛烈に過ぎ，時に誇大・侮辱・誹謗中傷的に走り，さらに
虚偽の内容を述べ，多かれ少なかれ，穏当を欠く内容と表現に陥り易い」。
しかし，政党が高度に公共的な団体であること，また「国民の厳粛な信託
による国民の代表者として国や地方の政治に参画する議員をもってその主
要な構成員とする」ことから，政党は政策論争や批判に対しても，それ
が「国民一般に政党の政策・活動に対する認識を深め，国民の『知る権
利』や意見表明の自由に奉仕するものとして最大限これを甘受すべ」きで
140）具体的には，幾代通「アメリカ法における名誉毀損とFair Comment」末延還暦
記念『英米私法論集』（東京大学出版会，1963年）26頁が示す，「フェア・コメント」
の法理の定義を引用した上で，山川洋一郎「公正な論評」伊藤正巳編『現代損害賠償
法講座⑵』（日本評論社，1972年）165頁などを掲記して，「『公正な論評』の法理」は
「わが国においても学説が一般に認めているところ」と指摘している。
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あり，論争や批判について好ましからざるものとして排斥するのではなく，
「公の論議を通して……その論争・批判に対して再批判・反駁を試み」る
べきである，とする。そして，以上のような認識を示したあと，本決定
は，「政党の政策や政治的姿勢に対する論争批判等」が「政党の名誉を毀
損する場合」であっても，「（一）これが故意にもしくは真偽についてまっ
たく無関心な態度で虚偽の事実を公表することによってなされたことまた
は（二）その内容や表現が著しく下品ないし侮辱・誹謗・中傷的であって
社会通念上到底是認し得ないものであることが立証されない限り違法と評
価しえない」との判断基準を提示したのである。
また，第一審判決も仮処分決定と多分に共通する認識を示していると評
し得る。つまり，第一審判決141）では，「言論の自由に基づく政党・政策批
判と名誉毀損等不法行為」の成否如何を論じる中で，以下のような認識を
示していた。すなわち，「わが憲法は国民主権の原理を基本としているの
であるから，国民は国政及び地方政治に参加する権利を有しているので
あるが，これは具体的には政党の政策・政治活動や政党相互間の論争・批
評活動を知ることによって，自らの政治に関する意見を形成し，政党の政
策・政治活動を支持又は批判し，これに即した意見を表明して，自ら活
動し，或いは国会なり地方議会なりの議員を選出することである」。した
がって「国民に対して政党の政策・政治活動及び政党相互間の論争・批判
を報道し，論評し，かつ国民にこれに対する意見を表明する機会を提供す
る新聞の責任は誠に重大であって，その自由は十分に保護されなければな
らない」。その一方政党はその政治上の主義や目的を政治の場において実
141）東京地判昭和52年 7 月13日判例時報857号30頁。本判決の評釈類として，樋口陽
一・判例タイムズ353号（1978年） 4 頁，石村善治・昭和52年度重要判例解説（ジュ
リスト666号）（1978年）19頁，五十嵐清＝稲正樹・昭和52年民事主要判例解説（判例
タイムズ367号）（1978年）279頁，山口和秀・憲法判例百選Ⅰ（初版）（1980年）84頁，
堀部政男・憲法の基本判例（1985年）92頁がある。
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現するために国民に対して宣伝や勧誘等を行い，支持者などを増やし議会
での議席を確保して政治を担当しようとする「競争・闘争」を行っている
が，この「闘争は言論・文書によって行なわれる」ゆえに「政党相互間の
論争・批判は，相手方の主義・綱領・政策・活動等の誤謬・矛盾・欠陥を
暴露し，攻撃して自己の意見・政策を宣伝することとなるのが常であって，
必然的にその表現は辛辣，痛烈となり，往々にして感情的，侮辱的，中傷
的にも流れ易い」。そのために，「前記の新聞の自由に基づく政党に対する
論争・批判を掲載する自由と政党の名誉保護との調整について考えておく
必要がある」という。そして，政党の他党に対する批判・論評は自党のみ
ならず，国民の「知る権利」やその自由な政治的意思決定に奉仕するもの
であること，政党は相互に他党に対する批判に努めるとともに批判には謙
虚に耳を傾ける道義上の責務を負っているとして，「他党からの批判の中
にその名誉を毀損するような点があったとしても，議会という公の場や日
常の政治活動の場における公の論議に依り，対立政党や国民の前に自己の
政治的見解を明らかにする過程を通じて再批判・反駁するのが筋」だとし
て，仮処分決定が提示する判断基準と似通った基準を提示する。すなわち
「（一）これが故意に又は真偽について全く無関心な態度で虚偽の事実を公
表することによってなされたものであるか否か，及び（二）その内容や表
現が著しく下品ないし侮辱・誹謗・中傷的であって社会通念上到底是認し
得ないものであるか否か，という二点を重要な基準とし，一見政党に対す
る名誉毀損が成立するが如き場合であっても，右二要件を吟味して，これ
らがいずれも否定された場合には該名誉毀損は結局成立しないものとする
のが相当である」としたのである。
ここに示された判断基準は，アメリカの名誉毀損法にいわゆる「現実の
悪意」（「現実的悪意」）の法理に，多分に影響を受けたものといえ，この
点でも注目されるべきであると考えられる142）。
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しかし本稿の検討課題との関係でいえば，裁判所が政党間の論争を，そ
の性質を分析した上で，このころ既に確立されている「相当性理論」によ
らず，別の基準で法的責任の成否を判断しようとした点が注目される。
とりわけ，第一審判決に見られる，「他党からの批判の中にその名誉を
毀損するような点があったとしても，議会という公の場や日常の政治活動
の場における公の論議に依り，対立政党や国民の前に自己の政治的見解を
明らかにする過程を通じて再批判・反駁するのが筋である」とする指摘が
重要であると考えられる。すなわち，政党の主張内容の「当否」（「真偽」
ではなく）は，最終的に主権者たる国民によって決せられるべき事項であ
り，裁判所が決すべき事項ではない，とする認識を看取することができる。
換言すれば，政党の主張や政党間の論争は，証拠によってその「真偽」
を決すべき事項ではなく，国民の支持などによって決すべき「当否」「適
否」の問題であるとの認識があり，それが，表現内容の「真偽」を重視す
る「相当性理論」とは異なる基準の導入へとつながったと考えることがで
きよう。
そして，先にも述べたように，仮処分決定や第一審判決で示された判
断基準は，アメリカの名誉毀損法にいわゆる「現実の悪意」の法理に多分
に影響を受けたものと評しうる一方，注目すべき判示をしている。すなわ
ち，仮処分決定も第一審判決も，「現実の悪意」の法理に相応すると思し
き，「これが故意に又は真偽について全く無関心な態度で虚偽の事実を公
表することによってなされたものであるか否か」（第一審判決）の要件に
加えて，「その内容や表現が著しく下品ないし侮辱・誹謗・中傷的であっ
て社会通念上到底是認し得ないものであるか否か」（同じく第一審判決）
を問題にしているのである143）。この点もまた，先に指摘したように，本
142）仮処分決定と第一審判決とが，「現実の悪意」の法理に影響を受けたものであると
評しうる点については，さしあたって，前田・前掲注（128）「⑴」355～356頁を参照。
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件で問題となったような表現が，単なる事実摘示ではなく，したがって内
容の「真偽」の問題ではなく「当否」「適否」の問題であるとの視点が表
れている証左となりえよう。
⑵　最高裁判決
そして本件の最高裁判決144）もまた，本件広告による名誉毀損の成立を
否定した。その際，次のように論じている。
すなわち，「相当性理論」を採用した「北方ジャーナル」事件最高裁判
決を引用した上で，政党がその綱領に基づいて言論でその主義主張を国民
に訴えて支持者獲得に努め，政治に反映させようとするものであり，その
ために他党を批判し合うのも当然であることから，「政党間の批判・論評
は，公共性の極めて強い事項に当たり，表現の自由の濫用にわたると認
められる事情のない限り，専ら公益を図る目的に出たもの」であるとした。
そして，本件広告においてAによる本件広告の内容が，Xの「党綱領」と
143）もちろん，第一審判決においては後者の要件が前者の要件に対して「及び」で接
続されているのに対して，仮処分決定においては後者に相当する要件が前者に相当す
る要件に対して「または」で接続されているという重要な相違がある点は本来看過で
きない。しかし，本稿の課題と必ずしも重要な関係があるわけではないので，この点
にはこれ以上言及しない。
144）最二小判昭和62年 4 月24日民集41巻 3 号490頁。本判決の解説，評釈類として，平
田浩『最高裁判所判例解説民事篇昭和62年度』（法曹会，1990年）14事件285頁，阪本
昌成・新聞研究432号（1987年）40頁，同・判例評論354号（1988年）39頁（判例時報
1276号185頁），清水英夫・ジュリスト891号（1987年）104頁，はやししうぞう・時の
法令1306号（1987年）87頁，江橋崇・法学セミナー392号（1987年）94頁，右崎正博・
法律時報60巻3号（1988年） 9 頁，浜田純一・昭和62年度重要判例解説（ジュリスト
910号）（1988年）17頁，石田喜久夫・昭和63年度主要民事判例解説（判例タイムズ
706号）（1989年）102頁，山口和秀・憲法判例百選Ｉ（第 4 版）（2000年）166頁，山
本敬三・メディア判例百選（2005年）146頁，浦部法穂・憲法判例百選Ｉ（第 5 版）
（2007年）170頁がある。
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「政府綱領提案」を要約して比較対照させつつXを批判するもので，その
要約や比較対照の仕方は「必ずしも妥当又は正確とはいえないもの」も含
まれるにせよ，引用自体は原文のままであり，要点を外したとはいえない
ことなどからすると，本件広告は「政党間の批判・論評として，読者であ
る一般国民に訴えかけ，その判断をまつ性格を有するものであつて，……
未だ政党間の批判
0 0 0 0 0 0 0 0
・論評の域を逸脱したものであるとまではいえず
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
，その
0 0
論評としての性格にかんがみると
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
，前記の要約した部分は，主要な点にお
いて真実であることの証明があつたものとみて差し支えがないというべ
き」（傍点引用者）としたのである。
本判決では，問題となっている表現行為が「政党間の批判・論評」に当
たるものであるとしたうえで，それが「公共性の極めて強い事項」である
ことから，従来の名誉毀損についての免責判断とは異なる判断の仕方をし
ているということができる。本判決は，批判対象たる相手方政党の文書の
要約や比較対照の仕方は「必ずしも妥当又は正確とはいえないもの」も含
まれているとして，論評方法に問題点があることを指摘しつつも，問題の
表現行為が「政党間の批判・論評として，読者である一般国民に訴えかけ，
その判断をまつ性格」のものであること，さらに「未だ政党間の批判・論
評の域を逸脱したものであるとまではいえ」ないことを考慮したとき，問
題がないとはいえない要約箇所についても「主要な点において真実である
ことの証明」があったとする。
本判決は，あくまでも真実性の有無に焦点を当てて議論をしているよう
に見受けられるが，しかし，従来の，純然たる事実摘示による名誉毀損と
まったく同じ枠組みで判断しているとは評しがたい。これは要するに，事
実摘示による名誉毀損の免責の可否を決する際に，摘示内容の真実性を判
断するにあたって，当該表現行為の性質を考慮していることを意味するで
あろう145）。表現行為の性質ないし特徴を踏まえたうえで，真実性（ある
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いは相当性）の有無を判断することは，若干の下級審判決でも見られた
ことであるが146），問題の表現行為が「批判・論評」であることを踏まえ
たうえで真実性の証明如何を論じているという点で特徴的であるといえ
る。つまり本判決は，「読者である一般国民に訴えかけ，その判断をまつ
性格」を持つ「政党間の批判・論評」の場合には，純然たる事実摘示表現
とは別異に考え，取り扱う余地があるという判断を，かなり明確に述べた
ものであったと捉えうるのである147）。
ここに，純然たる事実摘示表現による名誉毀損と，意見表明表現による
名誉毀損とを異なるものと考え，それに応じて免責の仕組みを異ならせる
という発想の，最高裁における萌芽を見てとることができよう。学説にお
いても，本判決が「日本において『公正な論評』論がはじめて不十分なが
ら浮かび上がってくるようになった」148）判決であるとか，本判決が「論評
（ないし意見表明）による名誉毀損の成否を正面から問題としたものであ
ることは疑いない」149）との評価が与えられている。
145）神田・前掲注（131）「⑴」25頁は，本判決が，論評の基礎となった事実をほとんど特
定しないままに「主要な点において真実であることの証明があった」としている点に
つき，「本判決が，論評（ないし意見表明）の対象ないし内容と違法性を阻却させる
事実の証明の範囲や程度とが相関関係にあるとの理解に立っていることを示唆しよ
う」と指摘する。
146）たとえば，東京高判昭和53年 9 月28日判時915号62頁や，本判決の後のものとなる
が，東京地判昭和63年 7 月25日判時1293号109頁を参照。両者の事件の性質の違いを
踏まえる必要があるが，同じ相当性の有無が問題となっているケースであるにも関わ
らず，相当性の有無を判断する基準に違いがあるように評することができる。この点
については，前田聡「名誉毀損における『相当性理論』の憲法的考察（ 2 ・完）」筑
波法政39号（2005年）232～233頁を参照。
147）なお，平田・前掲注（144）297頁は，より端的に「本件意見広告は，基本的に論評と
しての性格をもっている」ことを指摘する。
148）奥平康弘『ジャーナリズムと法』（新世社，1997年）168頁。
149）神田・前掲注（131）「⑴」23頁。
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2 ．89年最判
以上の判決の後，平成期に入って最高裁は意見ないし論評による名誉毀
損の免責の可否について，一つの判断を示した。それが，最高裁平成元年
12月21日第一小法廷判決150）（「89年最判」）である。すでに見てきた 2 つの
最高裁判決において，少しずつではあるが意識されてきた，意見表明に
よる名誉毀損の免責という問題について，ある論者の言を借りて言えば，
「最高裁が，ともかくもある程度まとも」に「付き合うことになった」151）
判決であると位置づけることができる。確かに，先に見てきた最高裁判決
は，問題の表現が純然たる事実摘示とは異なるものを意識したものであっ
たといえる。しかし，ここにおいて最高裁は「事実の摘示」とは異なる
「論評ないし意見表明」の表現による名誉毀損を真正面から問題にしたと
評価できるのである。
そして，この判決において，意見表明による名誉毀損の免責法理がひと
つの「定式化」152）を図られたと評価することができよう。すなわちこの判
決において，後年の最高裁判決によって踏襲されることになる，意見表明
による名誉毀損の免責法理についての最高裁の態度が明らかになったので
ある。
150）民集43巻12号2252頁。なお，本判決の解説，評釈類として，篠原勝美『最高裁判
所判例解説民事篇平成元年度』（法曹会，1991年）34事件619頁，五十嵐清・平成元年
度重要判例解説（ジュリスト957号）（1990年）79頁，松井茂記・民商法雑誌103巻 2
号（1990年）276頁，飯塚和之・判例タイムズ743号（1991年）53頁，浦川道太郎・
判例セレクト’90（法学教室126号別冊）（1990年）26頁，山川洋一郎・判例評論386号
（1991年）34頁（判例時報1373号180頁），今橋盛勝・教育判例百選（第3版）（1992年）
52頁，山口成樹・法学協会雑誌109巻11号（1992年）1806頁，渋谷秀樹・メディア判
例百選（2005年）71頁，長岡徹・憲法判例百選Ⅰ（第 5 版）（2007年）146頁がある。
151）奥平・前掲注（148）169頁。なお，五十嵐清『人格権法概説』（有斐閣，2003年）67頁
をも参照。
152）駒村・前掲注（137）194頁，長岡・前掲注（150）146頁。
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89年最判の事案は大略次のようなものであった。すなわち，いわゆる通
知表の様式や評定記載方法を巡る論争が展開され，一部小学校で通知表を
公布しないなどの混乱の見られた長崎市において，児童に公立小学校に勤
務し，教職員組合に所属する原告（被控訴人，被上告人）らが，通知表を
校長の指示通りに記入せず，ゆえに決裁を得られなかったために児童に交
付しなかった。このことにつき，通知表の交付を巡る混乱の経過や原告ら
の反対により通知表に校長の決裁が得られないことなどを，「教師として
の能力自体を疑われるような『愚かな抵抗』」「有害無能な教職員」といっ
た表現とともに記述されるとともに，原告らの氏名や住所，電話番号の記
載された一覧表も記載されたビラを作成，配布した被告（控訴人，上告
人）の行為が，名誉毀損に当たるか否かが問題となったものであった。
第一審判決153）は問題のビラ配布が名誉毀損に該当するとしたうえで，
「名誉毀損行為がなされた場合にも，それが公共の利害に関する事実に係
り，主として公益を図る目的に出たものであり，摘示された事実が真実で
あることが証明されたとき」には不法行為が成立しないという基準を示し
た。つまり，従来の事実摘示による名誉毀損が問題となった先例と大体に
おいて同じ免責基準によって，問題のビラについての免責の可否を決する
という姿勢を示したわけである。
ただ，ビラが「公共の利害に関するものと一応はいえ」るとしたもの
の，教師らに対する非難が「その言動に論理的な反駁を加えるというより，
……専ら揶揄誹謗するもので」あり，「到底主として公益を図る目的の下
になされた公正な論評ないし真摯な意見の陳述ということはできない」と
したのである。
その後の控訴審判決154）においても，ビラによる「非難の内容は公教育
153）長崎地判昭和58年 3 月28日判例時報1121号106頁。
154）福岡高判昭和60年 7 月17日判例タイムズ567号180頁。
名誉毀損における「意見表明表現」の免責法理について⑵
73
ないし教育行政に関する公正な論評，真摯な意見の陳述というより，専ら
被控訴人らを揶揄誹謗するものであ」り，さらに被控訴人らの職務と関係
ない住所や電話番号まで記載されている点を指摘し，「本件ビラの作成配
布が専ら（もしくは主として）公益を図る目的において為されたと認める
ことはできない」として控訴を棄却し，不法行為の成立を認めたのである。
以上の 2 つの下級審判決では，従来の，事実摘示による名誉毀損を念頭
において形成された免責基準が用いられている一方で，表現の手法が「公
正な論評ないし真摯な意見の陳述」と言えるかどうか，という点が，「公
益を図る目的」の存否との関係で論じられている。つまり行為者の主観的
意図を評価する文脈で「公正な論評ないし真摯な意見の陳述」であるか否
かが問われているわけである。このように，行為者の主観的意図との関係
で，「公正な論評」性を問題とする判断手法は，「北方ジャーナル」事件最
高裁判決においても看取されるものであった。
しかし，本判決は以上のような控訴審判決を破棄して，次のように述べ
て，名誉毀損を理由とする不法行為の成立を認めなかったのである。
すなわち，「公共の利害に関する事項について自由に批判，論評を行う
ことは，もとより表現の自由の行使として尊重されるべき」であり，そう
した批判，論評の「対象が公務員の地位における行動」の場合には，批判
による公務員の社会的評価が低下したとしても「その目的が専ら公益を図
るものであり，かつ，その前提としている事実が主要な点において真実で
あることの証明があったときは，人身攻撃に及ぶなど論評としての域を逸
脱した者でない限り，名誉侵害の不法行為の違法性を欠く」とすべきとの
基準を提示したのである。そしてこの基準は，事実摘示による名誉毀損の
免責法理たる相当性理論を採用した最高裁昭和41年 6 月23日第一小法廷判
決155），「北方ジャーナル」事件についての最高裁昭和61年 6 月11日大法廷
判決156），そして「サンケイ新聞」事件についての最高裁昭和62年 4 月24
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日第二小法廷判決157） 「の趣旨に徴して明らか」であるとする。
そのうえで，本件のビラ配布行為は，被上告人らの社会的評価を低下さ
せることがあっても，「当時長崎市内の教育関係者のみならず一般市民の
間でも大きな関心事になっていた小学校における通知表の交付をめぐる混
乱という公共の利害に関する事項についての批判，論評を主題とする意見
表明」であり，またビラを「全体として考察すると，主題を離れて被上告
人らの人身攻撃に及ぶなど論評としての域を逸脱しているということもで
き」ないとした。加えて，ビラの性格や内容に照らすと，「本件配布行為
が専ら公益を図る目的に出たものに当たらないということはできず」，さ
らにビラの主題が前提としている「客観的事実」につき，その主要な点に
おいて真実との証明があったとして，「本件配布行為は，名誉侵害の不法
行為の違法性を欠く」としたのである。
既に指摘したように，最高裁において，意見表明による名誉毀損とその
免責基準の問題が正面から本格的に取り扱われたのが，本判決である。本
判決は，事実摘示による名誉毀損についての最高裁判例を引用しつつも，
そこで採用されている「相当性理論」とは明らかに異なる判断枠組を提
示した。ここで最高裁が提示した判断基準をもって，最高裁が「公正な論
評」の法理を採用したとの評価を与える学説も少なくない158）。もっとも，
そうした本判決に対しては，本判決は単に英米法における「公正な論評」
の法理「の一端」を「論評の域の逸脱」という要件の問題として「刑法
230条の 2 に埋め込もうとしたに過ぎない」との指摘159）もあり，最高裁が
本判決においてどのような考え方を採用したのか，については評価が分か
155）前掲注（127）。
156）前掲注（129）。
157）前掲注（144）。
158）松井・前掲注（150）281頁を参照。
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れているとも見うる160）。
本判決では，①論評の「対象が公務員の地位における行動である場合」
において，②目的が専ら公益を図るものであり，③前提としている事実が
主要な点で真実との証明があれば，④人身攻撃に及ぶなど論評としての域
を逸脱したものでない限り，名誉毀損としての違法性を欠く，と判示して
いる。以上の判示から読み取れるのは，最高裁が従来，事実摘示による名
誉毀損についての免責法理として確立させてきた「相当性理論」に，いわ
ば接合させる形で，ある事実についての意見を表明することによってなさ
れる名誉毀損の免責法理を提示したことである161）。
従来の最高裁判決とは異なり，①が，「公共の利害に関する事項」にか
かるという要件に置き換わっており，この判決がさしあたっては，本件の
ような（教育）公務員を念頭において下されたものであることが推察され
る。もっとも，本件において免責の可否を決するにあたっては，問題のビ
ラの内容が「長崎市内の教育関係者のみならず一般市民の間でも大きな関
心事となっていた小学校における通知表の交付をめぐる混乱という公共の
利害に関する事項についての批判，論評を主題とする意見表明」である，
159）渋谷・前掲注（150）71頁。また，瀬川信久「民法判例レビュー48　民事責任」判例タ
イムズ871号（1995年）62頁は，「サンケイ新聞」事件最高裁判決や本判決などが「公
正な論評の法理を採用したといっても，事実摘示型の場合の免責基準を論評が他の場
合に拡大適用したにすぎない」と指摘する。
160）今橋・前掲注（150） 53頁は，本判決につき，「相当性理論」を論評の場合にも適用す
ることを明らかにしたという解釈と「『公正な論評』の法理」を明確に肯定したとい
う解釈の 2 つがあることを指摘する。
161）奥平・前掲注（148）170頁は，従来最高裁が用いてきた「相当性理論」の要件を「そっ
くり『意見の表明』レベルに滑り込ませ，ただ新しく第四の要件として」論評として
の域を逸脱したか否かという形で「『論評の公正性』を語っているにとどまる」と指
摘する。
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と認めている。つまり本判決からしてすでに「公務員の地位における行動
である場合」か否かが，従来の事実摘示による名誉毀損の免責において問
題となる「公共の利害に関する事項」に関わる問題であることを示してい
るわけである。このことから，「公務員の地位における行動である場合」
か否か，という基準が本件においても実質的に機能しているか否かについ
ては，疑問を呈し得る。この点については調査官解説において，「本件事
案に即しての判示であるから，一般に公共の利害に関する事項についての
批判，論評にも妥当」するとの説明162）が与えられていた。先に指摘した
本判決の判断の仕方から考えても，「公務員の地位における行動である」
か否かが決定的な問題ではない，との見方も十分に成り立ちえたのであろ
う。実際，後の下級審判決においては，「公務員の地位における行動であ
る場合」とはいえない事案について，本判決を引用したものもある163）。
次に本判決の注目すべき点として，「人身攻撃に及ぶなど論評としての
域を逸脱」したか否か，ということが，独立の要件として問題化されてい
る点が挙げられる。先に見た「サンケイ新聞」事件最高裁判決において，
「未だ政党間の批判・論評の域を逸脱したものであるとまではいえず」と
いう文言が見られたが，この文言は先の「サンケイ新聞」事件最高裁判決
において，具体的にどのように機能するべきものだったのかが，必ずしも
明確とは言い難いところがあったといえる。つまり，これ自体が免責のた
めの独立した要件であるのか，それとも表現内容の真実性を検討する上で
の考慮要素なのか，という点が必ずしも明確ではなかったように思われる。
これに対して本判決においては，明確に独立の要件として論点化されてい
る点が注目される。文言，そして本判決での評価方法から推測するならば，
162）篠原・前掲注（150）630頁。
163）たとえば，後に検討する，いわゆる「諸君！」反論文掲載請求事件（新聞記者の
執筆した記事に対する評論が問題となった事案）の第一審判決（東京地判平成 4 年 2
月25日判時1446号81頁）を参照。
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この要件において，これまで「公益目的」性要件において考慮されてきた
表現態様の適切性ないし妥当性が評価されうることになろう。もっとも，
このようにみれば，「公益目的」性要件から独立したと評し得るこの要件
であるが，このことは別の見方をすれば，従来の事実摘示による名誉毀損
についての相当性理論の要件の「守備範囲にすでに含まれていた要素」を，
論評としての域を逸脱したか否かという「名目の下に整理しなおしたもの
にすぎないということになる」164），との評価も可能であろう。
ともあれ，以上のような意義が認められる一方で，この判決では明らか
にされていないことも少なくなかった。とりわけ重要なのは，「批判，論
評」による名誉毀損を問題としている本判決において，では，一体どのよ
うな表現が「批判，論評」とされるのか，という点である。換言すれば従
来問題とされてきた事実摘示表現とは異なる「意見表明表現」とは何かを
明らかにする基準が明示されていなかったのである165）。本判決では，ビ
ラの内容そのものの考察は行われているとはいえ，いわば結論的に「批判，
論評を主題とする意見表明というべき」との判断を示すにとどまっており，
「なぜ」そのように結論できるかについての分析や，その分析方法が示さ
れているわけではない。この点をどのように考えるかは，その後の課題と
なったわけである。
3 ．97年最判
そして上に見てきた，公務員についての表現を対象とした89年最判を，
いわば一般化したのが，ここに見る最三小判平成 9 年 9 月 9 日判決166）
（「97年最判」）である。本件はいわゆる「ロス疑惑」167）を巡る報道が問題
164）山口・前掲注（150）1818頁。
165）奥平・前掲注（148）170頁を参照。
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となった事案である。すでに述べたように97年最判は，公務員についての
批判的言動が問題となった89年最判を一般化したと評し得るものであり，
これ以降の不法行為としての名誉毀損が問題となった事案でたびたび引用
される，極めて重要な判決である。また，その一方で，97年最判の原判決
たる控訴審判決は，それまでの意見表明表現による名誉毀損が問題となっ
た事案における裁判所の判断とはやや異なる判断を示したこと，そして97
166）民集51巻 8 号3084頁。本判決の解説，評釈類として，八木一洋『最高裁判例解説
民事篇平成 9 年度』（法曹会，2000年）1146頁，和田真一・法学教室211号（1998年）
136頁，中村哲也・判例評論474号（1998年）29頁（判例時報1640号207頁），同・民法
判例百選II（第 6 版）（2009年）158頁，五十嵐清・私法判例リマークス17号（1998年）
62頁，窪田充見・平成 9 年度重要判例解説（ジュリスト1135号）（1998年）82頁，佐々
木宗啓・平成10年度主要民事判例解説（判例タイムズ1005号）126頁，神田孝夫・民
法判例百選Ⅱ（第 5 版新法対応補正版）（2005年）182頁，常本照樹・メディア判例百
選（2005年）72頁がある。
167）本件控訴審判決による認定によれば，「ロス疑惑」とは大略以下のようなものであ
る。本件原告Xは，アメリカ・カリフォルニア州にて当時の妻を銃撃された際（妻は
約 1 年後に死亡），意識不明の妻をアメリカ軍の軍用機により治療のために帰国させ
たり，合衆国大統領等に抗議書を送るなどして，「妻の遭遇した悲劇に献身的につく
す夫，美談の主として新聞，週刊誌及びテレビ等に広く報じられた」。しかしその後，
ある週刊誌によってこの銃撃事件に関し，Xが多額の保険金を取得していることをは
じめとして，銃撃事件には不審な点があることなどが報じられた。こうした一連の出
来事についてのXの言い分が「時により変化し，さらにそれが合理性を有するもので
はないとして，被控訴人に対する疑惑を報じる記事がいわゆる『ロス疑惑』として
次々と広く，かつ繰り返し詳細に報道される」に至ったのである。
　　以上のような「ロス疑惑」を巡る報道については，Xが複数の新聞社，通信社，出
版社等に対して数多くの訴訟を提起している。そして本件以外にも，日本の名誉毀損
に対する法的規律を考える上で看過できない判決がいくつか下されている。こうした
一連の判決を概観する文献として，窪田充見「判例クローズアップ いわゆる『ロス
疑惑』に関連する一連の名誉毀損訴訟」法学教室271号（2003年）37頁，鈴木秀美「コ
ラム：ロス疑惑報道事件」鈴木秀美＝山田健太編著『よくわかるメディア法』（ミネ
ルヴァ書房，2011年）90頁を参照。
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年最判がその判断を採用しなかったことで，考察すべき点が含まれる，興
味深い事案でもある。以下，検討していく。
ｉ．事案の概要と第一審判決
事案は大略次のようなものである。いわゆる「ロス疑惑」に巡り，「X
は極悪人，死刑よ」（以下「本件見出し 1 」と略記）「Aさんも知らない
話……警察に呼ばれたら話します」（「本件見出し 2 」）との見出しの付さ
れた記事（「本件記事」）が掲載された夕刊紙Bが公刊された。本件記事は，
妻に対する殺人未遂被疑事件で逮捕，拘留されて取り調べを受けているX
（原告，被控訴人，上告人）が，同事件について否認を続けていると報じ
た上で，いわゆる風俗関係の営業をしている人物Cが行ったコメント，さ
らに捜査状況について「東京地検の元検事」が行ったとされる，「元検事
にいわせると，Xは『知能犯プラス凶悪犯で，前代未聞の手ごわさ』とい
う。」（「本件記述」）とのコメントが含まれるものであった。この本件見出
し 1 ，同 2 と本件記述とが，Xの名誉を毀損するとして，Xは夕刊紙Bを
公刊するY社（被告，控訴人，被上告人）に対して，損害賠償を求めて提
訴したのである。
第一審判決168）は，本件記事は，Xが「極悪人，凶悪人であって，死刑
が相当の人物」であること，CがXから犯行に関する事実を聴いてその内
容を知っている旨示唆するものであり，「一般読者に，原告の極悪・凶悪
性を印象付け，原告の社会的評価を低下させ，もって原告の名誉を毀損し
たもの」であるとして，Xに対する損害賠償を認めた。
ⅱ．控訴審判決
これに対して，控訴審判決169）は第一審判決を破棄し，Xの請求を棄却
168）東京地判平成 4 年10月27日判例タイムズ859号214頁。
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したのである。この控訴審判決の判断を以下見ていこう。
控訴審判決は，まず，新聞や週刊誌の記事による名誉毀損につき，当該
記事が「現実の事実又は行為について述べた言辞（以下『事実言明』と
いう。）ではなく，意見を叙述した言辞（以下『意見言明』という。）であ
る場合」には，「（一）当該記事が公共の利害に関する事項についてのも
のであって，（二）⑴右意見の形成の基礎をなす事実（以下『意見の基礎
事実』という。）が当該記事において記載されており，かつ，その主要な
部分につき，真実性の証明があるか若しくは記事の公表者において真実と
信じるにつき相当な理由があるとき（以下真実性の証明のある事実と記事
の公表者において真実と信じるにつき相当な理由がある事実のいずれを
も『免責事実』という。），⑵又は当該記事が公表された時点において，意
見の基礎事実が，既に新聞，週刊誌又はテレビ等により繰り返し報道され
たため，社会的に広く知れ渡った事実若しくはこのような事実と当該記事
に記載された免責事実からなるときであって，（三）かつ，当該意見をそ
の基礎事実から推論することが不当，不合理なものとはいえないときには，
右のような意見言明の公表は，不法行為を構成するものではないと解する
のが相当」であるとの判断基準を提示したのである。
そして，「事実言明」と「意見言明」とを区分する基準については，ま
ず前者につき「そこで用いられている言葉を一般的に受容されている意味
に従って理解するとき，ある特定の者についての現実の事実又は行為を叙
述した表現であって，右事実又は行為の真偽が証拠により証明可能であ
るもの」だとの判断を示した。そして，後者については「事実言明」以外
の言明であって，「多義的，不正確若しくは漠然としているため一般的に
169）東京高判平成 6 年 1 月27日判例時報1502号114頁。本判決の評釈として，瀬川・前
掲注（159）がある。また，本判決に詳細に論及するものとして，松井茂記「意見による
名誉毀損と表現の自由」民商法雑誌113巻 3 号（1995年）327頁がある。
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受容されている意味の中核を把握し難くその意味内容につき議論の余地の
ある言葉により表現されている言明，又はある特定の者の行為若しくはそ
の性質等についての評価若しくは論評を加えた言明をいうもの」とされた。
また，「意見言明のような形式をとっている場合」であっても，「当該記事
におけるその前後の文脈又は右記事の平均的読者のおかれている社会的状
況ないしは社会的文脈から，黙示的な事実言明と解されるもの」は「事実
言明と認めるべき」だとされたのである。
そのうえで控訴審判決は，本件記事の概略を確認し，「本件記事が公刊
されるまでの被控訴人に係わるマスメディアによる報道の経過」について，
Xが「疑惑の中心人物として報じられるに至ったこと」，また，Xに対する
疑惑を報じる記事が「いわゆる『ロス疑惑』として次々と広く，かつ，繰
り返し詳細に報道された」こと，さらにXなどが問題となっている妻への
殺害未遂事件で逮捕された後も，その取調べの状況についての報道が相次
いでなされていることなどに触れ，「本件記事が公刊された時点において
は，その読者」は，妻に対する殺人未遂事件や銃撃事件などとXのかかわ
りにつき「マスメディアによる報道により，自らの意見をもつに至ってい
たものと推認される」との認識を示した。
そして問題とされている本件見出し 1 については，「極悪人」という言
葉が多義的，評価的なものであり，その一方でXの特定の行為や具体的事
実を明示的にも黙示的にも叙述しておらず，また死刑が裁判所によって科
されるものであり私人によって科されうるものではない点などを挙げて，
Xの「社会的評価をさらに低下させ」，Xの「名誉を毀損したものと認める
ことはできない」とした。また，本件見出し 2 についても，いわゆる「夕
ぐれ族なる女の戯言としてしか受け取らないようなものに過ぎない」とし
て，やはり名誉毀損に当たるものとはいえないとしたのである。
そして本件記述については，用いられている言葉が「いずれも多義的，
評価的な言葉」であり，Xについての「特定の行為又は具体的事実を明示
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的にも黙示的にも叙述するものではないから，意見表明というべき」であ
ること，その意見は，マスメディアによって繰り返し詳細に報道され広く
社会に知れ渡った，Xの事件への関与についての「強い疑惑」やXについ
ての「捜査状況」を「主要な基礎事実」として「元検事」が下した評価や
捜査見込みであって，この主要な基礎事実からすれば意見が「不当，不合
理なものとはいえない」として，やはり名誉毀損に当たるとはいえないと
したのである。
控訴審判決は，89年最判が示した判断基準をあえて取らず，かといって，
東京地裁が示した72年判決のような考え方を採用するわけでもなく，それ
らとは異なる基準を提示したわけである。なお，この判決からあまり間を
おかずして東京高裁においてこの判断基準と同様の判断基準が，やはり同
様に「ロス疑惑」を巡る新聞記事が名誉毀損に当たるか否かが争われた訴
訟において採用された。その結果被告新聞社の責任を認めた第一審判決が
取り消され，原告側の請求が棄却されたのである170）。
ここに採用された基準は，アメリカ合衆国において議論されていた考え
方を参考にしたと推測されるとする見解171）がある。この点については別
途検討を要するが，さしあたり，89年最判や72年判決と簡単に比較をして
おきたい。
たとえば72年判決においては「目的が，公的活動とは無関係な単なる人
身攻撃にあるのではなく，それが公益に関係づけられていること」という
要件が，また，89年最判においては「目的が専ら公益を図るものであり」
という要件と，「人身攻撃に及ぶなど論評としての域を逸脱」したもので
170）東京高判平成 6 年 2 月 8 日判例時報1493号84頁。
171）松井・前掲注（169）337頁，364頁を参照。
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ないという要件が見られた。このような，いわば主観的意図を問題とする
姿勢は，具体的にいかなる判断基準を採るかに違いはあっても，比較的重
視されてきたものであるということができよう。
だが，これに対して控訴審判決は文面上このような主観的意図やそれに
類するものを問題化する要件を設定していない。代わって設定されている
のが，「当該意見をその基礎事実から推論することが不当，不合理なもの
とはいえない」とする要件である。この要件は，問題の表現の内容に一定
の枠づけを行うという機能を果たし得るものと推測される。そして，「人
身攻撃に及ぶなど論評としての域を逸脱」したか否か，という要件とは異
なる機能を果たし得る文言であると評することができよう。
また，89年最判では明らかにならなかった，事実摘示と意見表明を区分
する基準を提示した点で特徴的である。すなわち，事実摘示とは異なる表
現という区分を設けるに際して，「意味内容につき議論の余地のある言葉
により表現されている言明」，あるいは「ある特定の者の行為若しくはそ
の性質等についての評価若しくは論評を加えた言明」を「意見言明」とす
る，として明確に定義を与えた点で注目される。もっとも，この点につい
てはアメリカにおける議論を参照したうえで，「意見」をさらに分析的に
分類した172）うえで，控訴審判決の定義は他人の道徳的人格や能力につい
ての「評価的意見」と「誇張のレトリック」には「ぴったりと相当する」
が，「本判決の眼目」は，事実の推論についての意見である「推論的意見」
であり，控訴審判決は「この点の違いを十分に意識していないように思わ
れる」とする指摘173）がある。だが，そうした問題点はあるにせよ，従来
必ずしも意識的に議論されてきたとは言い難かった，「事実摘示」と「意
172）松井・前掲注（169）358～360頁を参照。
173）松井・前掲注（169）364～365頁。
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見表明」とを区分する基準について，定義を与えた上で検討を行った意義
は決して小さくないと考えられる。
ⅲ．最高裁判決
そして97年最判である。本判決は，控訴審判決を破棄し，差し戻すとの
判断を下した。その際，以下のような判示を行っている。
まず名誉毀損について，「問題とされる表現が，人の……人格的価値に
ついて社会から受ける客観的評価を低下させるものであれば，これが事
実を摘示するものであるか，又は意見ないし論評を表明するものであるか
を問わず」成立することを確認して，その免責につき次のような判断基準
を提示した。まず，事実摘示による名誉毀損については，1966年に最高裁
が採用した「相当性理論」を採ることを確認した上で，意見表明による名
誉毀損について次のように述べたのである。すなわち，先に見てきた「サ
ンケイ新聞」事件最高裁判決と89年最判とを引用しつつ，「ある事実を基
礎としての意見ないし論評の表明による名誉毀損にあっては，その行為が
公共の利害に関する事実に係り，かつ，その目的が専ら公益を図ることに
あった場合に，右意見ないし論評の前提としている事実が重要な部分につ
いて真実であることの証明があったときには，人身攻撃に及ぶなど意見な
いし論評としての域を逸脱したものでない限り，右行為は違法性を欠くも
のというべき」としたのである。そして，「意見ないし論評の前提として
いる事実」につき「真実であることの証明がないとき」であっても「事実
を摘示しての名誉毀損における場合と対比」すれば，「行為者において右
事実を真実と信ずるについて相当の理由があれば，その故意又は過失は否
定されると解するのが相当である」としたのである。
そしてその後，89年最判では論じられなかったが，しかし，本件控訴審
判決において検討された，事実摘示表現と意見表明表現との区別の仕方
について，最高裁として初めて，以下のように判断基準を提示したのであ
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る。すなわち，「新聞記事中の名誉毀損の成否が問題となっている部分に
ついて，そこに用いられている語のみを通常の意味に従って理解した場合
には，証拠等をもってその存否を決することが可能な他人に関する特定の
事項を主張しているものと直ちに解せないときにも，当該部分の前後の文
脈や，記事の公表当時に一般の読者が有していた知識ないし経験等を考慮
し，右部分が，修辞上の誇張ないし強調を行うか，比喩的表現方法を用い
るか，又は第三者からの伝聞内容の紹介や推論の形式を採用するなどによ
りつつ，間接的ないしえん曲に前記事項を主張するものと理解されるなら
ば，同部分は，事実を摘示するものと見るのが相当である」。また，間接
的な言及が欠けるにしても，その部分の前後の文脈等の事情を考慮した際
に，「当該部分の叙述の前提として前記事項を黙示的に主張するものと理
解されるならば，同部分は，やはり，事実を摘示する」と解すべきである，
としたのである。
この見地から最高裁は，①本件見出し 1 については，「本件記事の内
容」と上告人に「殺人未遂事件のみならず殺人事件についての嫌疑も存在
していたこと」を考慮したならば，「談話の紹介の形式により，上告人が
これらの犯罪を犯したと断定的に主張し，右事実を摘示するとともに，同
事実を前提にその行為の悪性を強調する意見ないし論評を公表したものと
解するのが相当である」とし，②次に本件見出し 2 については，同様に
「談話の紹介の形式により，上告人が前記の各犯罪を犯したと主張し，右
事実を摘示するものと解するのが相当であ」り，かつ，「上告人の名誉を
毀損するものであったというべきである」とした。そして③本件記述につ
いては，「元検事の談話の紹介の形式により，上告人がこれらの犯罪を犯
したと断定的に主張し，右事実を摘示するとともに，同事実を前提にその
人格の悪性を強調する意見ないし論評を公表したものと解するのが相当」
であるとの判断を示したのである。
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この97年最判は，89年最判（さらには，「サンケイ新聞」事件最高裁判
決）を明示して引用した上で，89年最判において提示された判断基準を踏
襲することを確認した。また，本件の経緯との関係でいえば，控訴審判決
が採用した，89年最判とは異なる形の判断基準を排して，89年最判の基準
を適用することで事件を解決した。
この点に関し，89年最判，そしてこの97年最判が採用した考え方は，調
査官解説によると真実と証明された事実あるいは「相当性の抗弁が成り立
つ」174）場合については，「これに基づく意見ないし論評に関しては，あえ
てその内容の合理性を要求せず，意見ないし論評としての域を逸脱するも
のでない限り，不法行為責任の成立を否定し，意見ないし論評の表明の場
合について，事実の摘示よりも緩和された要件で免責を認めるもの」175）で
あるとされる。
そして，控訴審判決の示す基準のうち「当該意見をその基礎事実から
推論することが不当，不合理なものとはいえない」とする要件については，
「意見の合理性を要求する点で，従来の判例法理よりも，むしろ厳格であ
ると評し得るものであった」176）と評価する。
また，89年最判において「その対象が公務員の地位における行動である
場合」に適用されるべきとして提示されていた基準を，「公共の利害に関
する事実に係り」という要件に差し替えることによって，いわば一般的な
基準として定立しなおしたといえよう。
さらに加えて，最高裁としては初めて「事実摘示」と「意見表明」と
を区別する基準あるいは判断手法を明示したわけである177）。具体的には，
「事実の摘示」がいかなるものかをかなり詳細に論じることによって，「事
174）八木・前掲注（166）1159頁。
175）八木・前掲注（166）1158頁。
176）八木・前掲注（166）1160頁。
177）神田・前掲注（131）「⑴」38頁を参照。
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実摘示」表現の定義という側面から区別基準を定立したといえる178）。
97年最判は，単に「意見表明」による名誉毀損の一般的な免責法理を定
立したのみならず，「事実摘示」による名誉毀損についても改めて確認を
したという意味で，きわめて重要性の高い判決であると評しえよう。
こうして，意見表明表現による名誉毀損の免責法理を巡る最高裁の議論
は，ここで一つの結実を見たことになる。89年最判の段階ですでに散見さ
れており，またそのことはすでに指摘したが，89年最判，そしてこの97年
最判において最高裁が確立した免責法理は，多くの論者から「公正な論評
（の）法理」と称されるようになる179）。
この免責法理の意義をさらに立ち入って検討する必要があるが，その前
に，さらに97年最判後に下された 2 つの最高裁判決をも確認したうえで，
最高裁の採用する免責法理の意義と問題点を考察したい。
（続）
178）斉藤博「最一小判平成16年 7 月15日判批」民商法雑誌132巻 6 号（2005年）887頁は，
こうした基準定立の仕方を「事実の摘示からのアプローチ」と評する。
179）八木・前掲注（166）1158頁を参照。なお，神田・前掲注（131）「⑴」38頁は，97年最判が
「『公正な論評』の法理」を採ったかどうかは「『公正な論評』の法理の意味内容の理
解いかんにもよろうが，一般的な理解を前提としていえば，まさにしかり」であり，
「これにより，わが判例法上『公正な論評』の法理は定着した」と評価する。
